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令和７年度地域公共交通確保維持改善事業 
（地域間幹線系統確保維持費国庫補助金）の事業評価について 

 
 

県協議会では、国庫補助基準を満たす路線（地域間幹線系統）について、「事業評価を通じた地域公 

共交通確保維持改善事業の効果的実施に向けて（ガイダンス）」（国土交通省）に準じ、各目標（指標）の 

評価を実施した。 

 
 

 ＜評価基準＞ 

１．事業実施の適切性 

A 事業計画どおりに運行されたもの 

B 事業者の責に帰すべき事由により、一部事業計画どおりに運行されなかったもの 

C 事業者の責に帰すべき事由により、事業計画どおりに運行されなかったもの 

 

２．目標効果達成状況 

   目標（指標） 

目標（指標） 目的 

 ①１便当たりの輸送人員 公共交通利用者数の維持・増加 

 ②事業の収支率 事業効率の向上 

 ③定期利用者数 通勤・通学者への移動手段の確保 

                 

A 目標数値を達成できたもの     

B 目標数値を達成できていない点があったもの  

C 目標数値を達成できなかったもの  
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１．令和７年度地域間幹線系統 ８事業者４８系統の自己評価結果概要 
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２．自己評価及び二次評価   

 

自

己

評

価 

 

＜評価基準＞ 

・事業実施の適切性   Ａ評価：４８系統 

・目標・効果達成状況  Ａ評価： ９系統、Ｂ評価：３１系統、Ｃ評価：８系統 

＜取組状況＞ 

○協議会 

・岐阜県地域公共交通計画記載の施策の進捗状況及び数値目標の達成状況の分析・評価を協議会にて行った。 

・県の補助対象系統の現状と課題を共有するため、輸送実績を協議会で提供した。 

・市町村や事業者から申出のあった系統について、関係バス事業者、沿線市町村による地域分科会小部会を開催した。 

○県 

・燃油価格高騰の影響に対応し、地域公共交通等燃料価格高騰対策支援を行った。 

・DX の推進として、以下の支援を行った。 

 ・地域公共交通 DX 推進事業費補助金（MaaS・AI オンデマンド交通導入支援事業） 

 ・地域公共交通 DX 支援アドバイザー派遣事業費補助金 

 ・GTFS データの整備にかかる支援 

・自動運転の社会実装に向け、以下の取組みを行った。 

 ・地域公共交通 DX 推進事業費補助金（自動運転移動サービス導入事業） 

・運転手不足への対応として、以下の取組みを行った。 

 ・バス運転手確保対策費補助金 

 ・ぎふ暮らし移住フェア 

 ・バス運転手合同説明会（東濃地区） 

二

次

評

価 

評価できる取組 

・公共交通サービスの維持が課題となる中、新モビリティサービス（MaaSやAIを活用したオンデマンド交通）の導入支援に

取り組まれ、利便性の向上と運行の効率化に繋がっていることを確認しました。 

・燃料価格や物価の高騰の影響により厳しい状況にある公共交通事業者に対し、燃料価格高騰分の一部を支援されたこ

とを確認しました。 

・自動運転の社会実装に向けた取組として、自治体が実施する自動運転移動サービス導入事業を支援していることを確

認しました。 

期待する取組 

・DXの推進に向け、自治体がGTFSデータの整備・更新を適切に行えるよう、引き続き自治体担当者向け勉強会の開催

等を通して支援されることを期待します。 

・運転手不足への対応として、国・自治体・協会と連携し、説明会やフェアの開催など、さまざまな取組を継続されることを

期待します。 

・地域間幹線系統の現状把握について、正確に現況を把握し分析するとともに、系統ごとに今後の改善点について関係

者間で丁寧に協議されることを期待します。また、高速バスにあっても地域間幹線系統に位置付けて路線を維持する方

策を検討するなど、通学の足確保のための幅広い取組の推進を期待します。 

・東濃中部医療センターへのアクセスなど、交通需要が大きく変化する場合においては、県として積極的に関与され、協

議や調整を進められるよう期待します。 


